
京都市外国籍市民等意識・実態調査業務委託 

仕様書 

 

１ 業務委託名 

  京都市外国籍市民等意識・実態調査業務委託 

 

２ 目的 

本市では、令和３年３月に「京都市国際都市ビジョン」を策定し、目指す国際都市像の１つに「多様性

を生かしたまちづくりが進み、市民の生活が豊かになっているまち」を掲げ、外国籍の方をはじめとした

あらゆる市民にとって暮らしやすく、住みよいまちとなるよう、これまでから多文化共生施策に取り組ん

でいる。一方で、外国籍市民の人数は、令和６年１２月末には過去最高の約６万１千人を記録するなど急

激に増加しているとともに、近年、東南アジア諸国の国籍者や、留学や就労目的の在留資格者が伸長する

など、外国籍市民を取り巻く状況は大きく変化している。 

今後、世界から多様な人材や企業を引き付けるとともに、外国籍市民との共生を推進し、外国籍市民が

安心して快適に暮らすために、外国籍市民の現状ニーズや課題、受け入れる地域（日本人）の意識等を把

握するためのアンケート調査を実施する。 

 

３ 委託業務の内容 

今後、海外から多様な人材が集うことを見据え、外国籍市民の現状ニーズや課題、受け入れる地域

（日本人）の意識等を把握するとともに、受入環境の充実を図るため、以下の事業を実施する。 

⑴  調査の概要 

ア 調査対象 

京都市内に住民登録のある１８歳以上の外国籍市民及び日本人市民から無作為抽出した方を対象 

イ 調査手法 

設問法による無記名のアンケート調査（郵送配布、郵送回答・ＷＥＢ回答併用）を基本とし、加え 

て必要なサンプル数を確保できるよう創意工夫を図り、適切に調査を実施すること。 

ウ サンプル数 

外国籍市民及び日本人から各々１，０００件のサンプルの回収を目標とし、予定設問数による平均

回収率等を考慮し、以下の人数を調査対象者の目安とする。なお、１，０００件のサンプル数確保の

ために、予算の範囲内で以下の調査対象者数の増減を図り、適切に調査を実施すること。 

・外国籍市民：５，０００人 

・日本人市民：３，０００人 

  エ 調査言語 

    日本語（やさしい日本語）、中国語（簡体字）、韓国語、英語、ベトナム語、ネパール語 

  オ 設問数 

    外国籍市民５０問程度、日本人市民３０問程度 

 

⑵ 委託業務内容 

ア 調査運営計画（工程表を含む）の作成 
イ 調査に係る調査票の内容検討 
ウ 調査票の発送に係る業務等 

(ｱ) 調査票の作成、翻訳、印刷（プレテストの実施を含む） 
(ｲ) WEB調査システムの構築及び動作確認 
(ｳ) 調査対象者データの重複チェック（宛名データは本市から提供） 
(ｴ) 送付用封筒の印刷、宛名シールの購入・貼付 
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(ｵ) 返信用封筒の印刷 
(ｶ) 調査票等の封書詰め、発送 
(ｷ) 督促等の実施（督促ハガキの印刷、発送等） 

エ 調査実施時における調査対象者からの質疑及びクレーム等に対応する体制構築 
オ 調査票の回収作業及びデータ入力 
カ 調査結果の集計（単純集計及びクロス集計）、集計結果に基づく分析及び考察 
キ 上記を踏まえた調査報告書の作成及び提出 
ク 外部専門家への意見聴取 

上記イ及びカの実施のタイミングに合わせて、本市が指定する外部専門家（２名以内）へ、調査設

計時の設問検討（イ）及び調査結果分析（カ）について、本市の指示により随時、意見聴取を行うこ

ととし、必要な謝礼（１回あたり１万円程度。総額１０万円の範囲内を想定）について受託者から支

払うこととする。 
ケ 本市職員との打合せ等（業務の進捗に合わせ、月に１回程度は打合せの場を設定することとする） 

 

４ 納入成果物 

納品物 

様式 

納期（※２） 
部数 

(紙のみ) 
紙 電子データ 

(※1) 

調査運営計画書 

（工程表含む） 
 ● 

令和７年５月中旬 － 

調査票（ＷＥＢ調査票含む） ● ● 令和７年６月下旬 ５部 

調査結果の集計票及び回答

の入力データ（速報値） 
 ● 

令和７年８月中旬 － 

調査結果の概要（速報）  ● 令和７年８月中旬 － 

調査結果の集計票及び回答

の入力データ（最終版） 
● ● 

令和８年３月下旬 ５部 

調査結果報告書（製本冊子） ● ● 令和８年３月下旬 ３０部 

調査結果報告書【概要版】 

（パンフレット） 
● ● 

令和８年３月下旬 ５部 

※１ 電子データは、エクセル、ワード又はパワーポイントのいずれかの形式のファイルと、pdf 形式

のファイルの両方をＣＤ等に格納し、上記納期限までに１部提出すること。 

  ※２ 納期は大体のものであり、別途指示する。また、状況により前後する可能性がある。 

 

５ 個人情報保護の徹底 

  受託者は、委託業務を遂行するに当たり、地方公務員法第３４条の「守秘義務」規定及び「京都市個人 

情報保護条例」を理解し、個人情報（特定個人情報を含む。以下同じ。）の不適切な使用、紛失、流出等が、 

信用失墜につながる重大な行為であると認識すること。 

受託者は、その認識のもと、「個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」という。）」に基 

づく安全管理措置を理解し、個人情報の厳格な管理及び適切な運用のために必要な万全の体制を整備し維 

持するとともに、これに携わる者すべてに個人情報の保護を徹底すること。また、本業務の受託に伴い、 

本市より、個人情報取扱事務の委託等に関する安全管理措置に伴う対応を求められた場合には、受 

託者として、個人情報保護法第６６条第２項第１号に規定する法令上の義務を理解し、誠意をもって対応 

すること。 

⑴ 保護すべき対象 

個人の氏名、生年月日、性別、個人番号、住所、電話番号及び世帯構成等をはじめとする情報、個人や 



法人、行政庁の生活、活動に関することのうち、一般に知られておらず、他人に知られないことについ

て客観的に相当の利益を有すると認められるものを対象とする。 

⑵ 保護すべき情報の取扱い 

受託者は、個人情報保護の必要性と、保護できなかった場合のリスク等を十分に認識し、個人情報保 

護を徹底すること。 

本仕様書における個人情報に対する保護とは、保護して安全である状態に保つことをいい、よって、 

意図的、過失を問わず、受託者による個人情報の漏えいのほか、滅失、棄損、改ざん、盗難等があって

はならない。 

また、受託者は、個人情報を委託業務以外の目的で使用すること、不適切な事務処理等により特定の 

個人に対して有利に委託業務を遂行すること及び書類やデータについて本市の承諾なしに複写又は複製

してはならないほか、第三者への秘密情報の漏えいにつながる事務処理や管理をすることがあってはな

らない。 

なお、受託者は、本市の個人情報保護条例、高度情報化推進のための情報システムの適正な利用等に

関する規定及び情報セキュリティポリシー（京都市情報セキュリティ対策基準を含む。）を遵守するこ

ととする。 

⑶ 守秘義務 

受託者は、委託業務の遂行上知ることができた秘密を漏らすことがあってはならないほか、委託業務 

が完了した後又はこの契約が解除された後においても秘密を漏らしてはならない。 

なお、受託者は委託業務開始に際し、委託業務に携わるすべての者の個人情報取扱いに係る秘密保護 

の徹底等を明記した自署と捺印がある誓約書を本市に提出しなければならない。 

⑷ 事故等が発生した場合の取扱い 

受託者は、委託業務遂行上、何らかの事故や不適切な事務処理等により、個人情報保護ができなかっ

た又は保護できていない可能性が生じた場合、直ちに本市に報告し、必要に応じて本市の指示に従い対

応するものとし、この場合に生じた費用は、すべて受託者が負担することとする。 

   また、受託者は、事実を明らかにした報告書を遅延なく本市に提出することとする。 

 

６ スケジュール（案） 

令和７年４月上旬        委託契約締結 

４月中旬～５月中旬   調査設計検討（専門家等の意見聴取を含む） 

５月中旬～６月下旬   調査票の作成及び翻訳（印刷、WEB調査票構築及び動作確認） 

７月上旬        調査票の送付 

８月～         調査票の集計及び分析 

８月中旬        調査結果概要（速報）を作成 

令和８年３月まで        調査結果報告書の作成 

 

７ 留意事項 

⑴ 実施体制の確保 

受託者は、履行期限内に円滑に事務が進められるよう、十分な体制で臨むこと。また、計画的な事務 
の推進のため、工程表を作成し、本市の確認を受けること。 

⑵ 権利の帰属 

本業務の実施により得られた成果物は、本市に帰属する。 

⑶ 本市との連携 

業務の円滑な進行のため、本市の担当者との連絡を密にして業務にあたること。進捗管理のため月に 
１回程度対面（リモートも可）での打ち合わせの場を持つこととし、業務の進捗に遅延がある等があれ

ば、直ちに本市に報告し、本市担当者と協議の上、指示に従うこと。 



⑷ 再委託等の禁止 

受託者は本市の承認を得なければ、この契約に係る義務の履行を第三者に委託し、この契約に係る権 
利を第三者に譲渡し、又はこの契約に係る義務を第三者に承継させてはならない。 

⑸ その他 

本業務を履行するにあたり、本仕様書に記載されていない事項、又は業務遂行上で疑義が生じた場合 

[は、受託者と本市とで協議を行うこととする。 


